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1 事業概要と計画 

1.1 事業の目的・背景 

【目的】 

  

コロナ禍後は訪日外国人旅行者数が回復・増加してきており、持続可能な観光立

国を目指すためには、総合的な災害対策を推進し、安全・安心の確保に努める必要

がある。災害等の緊急時において宿泊施設の被害状況や被災者等の受入れ可否等の

情報を確認する必要があるが、情報の確認や報告の方法が一体的に確立しておら

ず、これらの情報を効率的に把握・活用するシステムの構築が急務である。 

そのため、令和６年度「宿泊業界向け緊急時連携システム構築のための調査業務」

を実施し、観光庁、宿泊団体、宿泊施設等の関係者が宿泊施設の被害状況や被災者

等の受入れ可否等の情報を効率的に把握・活用することができるシステムの構築に

ついて調査・検証を行ったものであるが、そこであぶり出された課題（※）につい

てさらなる調査・検証を行うもの。 

 

※ 令和６年度「宿泊業界向け緊急時連携システム構築のための調査業務」報告

書  

URL：https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics06_00029.html 参照 

 

（「企画競争説明書」より抜粋） 
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【災害時連携システムの将来像】 
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1.2 本事業内容 

上記目的を達成するため、本事業では、事務局は以下の業務を実施する。 

 

（１）効果的なシステムの設計調査 

 全国のホテル・旅館といった宿泊施設、自治体の想定されるシステム利用者の意

見を取り入れながら、宿泊施設の被害状況や被災者等の受入れ可否等の情報を効率

的に把握・活用することができるシステムの設計のあり方について、令和６年度調

査により生じた課題等を調査・検証すること。 

 具体的には次の内容を調査・検証すること。 

⚫ 令和 6 年度に実施された調査事業のシステム課題に対する技術的な対

応・検証 

➢ 情報のリアルタイム性の不足 

➢ UI の負荷・操作性の課題 

➢ 災害時の通信インフラの確保 

➢ 多言語対応 

➢ 復旧フェーズへの移行プロセスが不明瞭 

⚫ 災害時連携システムの継続運用に向けたコスト負担や運用体制の検証 

⚫ 平時における災害時連携システムの情報及び緊急通信インフラ（衛星通

信）の活用 

⚫ 災害時連携システムの活用による自治体の被害調査コストの低減効果検

証 

⚫ 業界団体を通じた災害時対応の標準モデル化（スタンダードマニュアル

化） 

 

 なお、調査の規模については、全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会に加盟の

47 都道府県組合・宿泊施設（約 14,000 施設）への協力を仰ぎ、ヒアリング、アン
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ケートを実施すること。アンケートは、1,400 施設以上から回答を収集し、システム

の設計に向けて反映させること。 

 

（２）仮システムの試験運用 

⚫ ①で得られた内容を反映させながら仮システムを設計し、平時において

試験運用を重ねながら、効果的なシステムのあり方を検証すること。 

⚫ 仮システムの効果検証を目的とし、仮システムの試験運用後、利用施設

に対してアンケート調査を実施すること。なお、令和６年度調査以上の

規模（1,400 施設以上）で調査すること。 

⚫ 仮システムの導入促進や導入支援を目的とし、セミナーによる周知・啓

蒙活動の実施やヘルプデスクによる問い合わせ受付体制の整備を実施す

ること。 

 

（３）報告書とりまとめ 

 上記①及び②について、報告書としてとりまとめること。 

 

1.3 本事業の実施体制 

本事業の実施については株式会社ピアトゥーを事業主体者とし、全国旅館ホテル生

活衛生同業組合連合会（全旅連）の協力のうえ、観光系システムの知見を有する株式

会社 GKK 及びレイ・フロンティア株式会社がシステム開発を担当する体制で実施し

た。 
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1.4 事業実施スケジュール 
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2 業務実施記録 

2.1 業務実施記録 

事業の実施については株式会社ピアトゥー、全旅連、株式会社 GKK、レイ・フロ

ンティア株式会社のメンバーが参画するプロジェクトチームを立ち上げ、各業務・役

割を分担し実施した。実施した業務履歴については次の通り。 

 

【表 2-1】業務実施履歴 

日付 イベント 内容 

2025/8/1 プロジェクト開始   

2025/8/4 プロジェクト実施計画立案 WBS 作成、タスク割り当て 

2025/8/18 開発チーム立ち上げ 

・前年度システム課題への対応 

・開発方針の検討 

・アプリ及び施設登録機能の先行開発着手 

2025/8/18 
ワークフローシステム化／業務

仕様調査 
災害時の対応フローについての調査 

 

2025/9/1 
サポートセンター立ち上げ 

仮システムの啓蒙普及・導入支援に向けたサポート業務を

行うためのサポートセンターを立ち上げ下記業務を実施 

 

・施設名簿の収集 

・オンラインセミナーの調整 

・システム説明動画作成 

・アンケート集計 

・システムマニュアルの作成 

・問い合わせ対応 

・各種システム要望の取りまとめ 

2025/9/1 有識者ヒアリング設問検討 QA 表作成、想定ワークフロー作成 

2025/9/1 調査アンケート設問検討 アンケートフォーム作成 

2025/9/8 仮システム概要設計 
・システム機能改善要件整理 

・アプリ設計 

2025/9/5 有識者ヒアリング①【北海道】 

【北海道庁】 

北海道庁に協力いただき有識者ヒアリング実施 

・北海道総務部危機対策局危機対策課 濱田亮氏 

・北海道総務部危機対策局危機対策課防災教育・避難係 
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渡辺裕也氏 

【宿泊施設】 

ホテル時計台 金南賢氏 
 

2025/9/24 中間報告①【観光庁】 
・事業実施状況の定例報告 

・有識者ヒアリングの報告 

2025/10/2 有識者ヒアリング②【石川県】 

【石川県庁】 

石川県庁に協力いただき有識者ヒアリング実施 

・石川県文化観光スポーツ部観光戦略課参事 大西洋彰

氏 

・石川県危機管理部危機対策課主任主事 奥村憲祥氏 

・石川県危機管理部危機対策課課長補 佐越野晃氏 

・石川県旅館ホテル生活衛生同業組合事務局長 坂下正

典氏 

・あらや滔々庵 代表取締役 永井隆幸氏 

2025/10/10 全旅連でのシステムデモ 
全旅連関係者への災害時連携システムのデモンストレーシ

ョン。 

2025/10/17 災害連携機能リリース 

【リリース機能】前年度課題の対応に関する機能 

・アプリログイン API 

・アンケートテンプレートを自由に作成可能とする 

・アンケート結果を地図上に表示する 

・L アラート情報を受け取り、保存、一覧・詳細表示を可能

とする 

・多言語対応 

2025/10/24 iOS アプリリリース 
iOS 端末でログイン、プッシュ通知受信、アンケート回答

を可能とするアプリとして公開 

2025/10/29 中間報告②【観光庁】 ・災害時連携システムに関する将来機能について協議 

2025/11/5 Android アプリリリース 
Android 端末でログイン、プッシュ通知受信、アンケート

回答を可能とするアプリとして公開 

2025/11/7 
47 都道府県組合事務局説明

会 

47 都道府県組合事務局へ災害時連携システムについて

の説明会を実施。施設へのシステム検証の協力依頼。 

2025/11/13 
第八部会ポータルサイトの公

開 

全旅連公式ホームページにて、災害時連携システムに関す

る情報サイトを公開し災害時連携システムについての情報

を掲載 

2025/11/13 《システム啓蒙》 宿泊業における防災システム説明会 
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「宿泊業における防災システム

説明会」ウェビナー実施 

・災害時連携支援システムについての説明会を Web で実

施。 

・アプリのダウンロード依頼 

・11 月 30 日までに施設向けアンケート(部屋情報/メー

ルアドレス)を回答するように依頼 
 

2025/11/27 
災害連携機能フィードバックリ

リース 

【改善機能のリリース】仮システム運用に対する改善要望

対応 

・アプリログイン用 ID 発行機能 

（災害連携機能のみ使用できる権限で、1 宿泊施設で複数

の端末でログイン可能とする改修） 

2025/11/27 
防災訓練アンケート配信実施

① 

災害時連携システムを使用した防災訓練アンケート配信

実施① 

2025/12/11 
防災訓練アンケート配信実施

② 

災害時連携システムを使用した防災訓練アンケート配信

実施② 

2025/12/17 
有識者ヒアリング②【JTB 金

沢】 

【JTB 金沢】 

能登半島地震の 2 次避難業務についてヒアリング実施 

・JTB 金沢支店 江川大介氏 

2025/12/20 施設登録 5,000 施設 仮システムの登録施設数が 5,000 施設達成 

2025/12/24 中間報告③【観光庁】 
仮システムの運用状況報告他 

システム開発方針（システム仕様証／業務フロー）の確認 

2026/1/8 
災害時連携システム仕様書、

業務フローの作成 

災害時連携システム機能③～⑦の機能仕様書、業務フロ

ーの作成 

2026/1/16 
防災訓練アンケート配信実施

③ 

災害時連携システムを使用した防災訓練アンケート配信

実施③ 

2026/1/26 
防災訓練アンケート配信実施

④ 

災害時連携システムを使用した防災訓練アンケート配信

実施④ 

2026/1/30 中間報告④【観光庁】 

仮システムの運用状況報告 

システム仕様書、業務フローのレビューについての協議 

今後の事業実施内容の確認 

2026/2/18 WEB アンケート実施 
災害時連携システムについての WEB アンケート調査を

実施 

2026/2/25 資料レビュー【石川県庁】 
システム仕様書、業務フローのレビューを依頼し、都道府

県の観点からのフィードバックを受けた 

２０２６/2/27 中間報告⑤【観光庁】 
資料レビューのためのヒアリングの実施予定の確認 

アンケートの実施状況の報告 
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成果物についての確認 

2026/3/2 資料レビュー【珠洲市】 
システム仕様書、業務フローのレビューを依頼し、市町村

の観点からのフィードバックを受けた 

2026/3/2 資料レビュー【全旅連】 
システム仕様書、業務フローのレビューを依頼し、市町村

の業界団体視点からのフィードバックを受けた 

2026/3/5 資料レビュー【宿泊施設】 
システム仕様書、業務フローのレビューを依頼し、市町村

の宿泊施設視点からのフィードバックを受けた 

2026/3/12 報告会 事業実施内容について報告会を実施しました。 
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【図 2-1】実績スケジュール 
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3 有識者へのヒアリング調査 

災害時における自治体、宿泊団体、宿泊施設等の対応について、実際に災害対応経

験のある有識者からヒアリングを行い災害時連携システムに対する要件の参考とし

た。 

 

3.1 ヒアリング調査実施方法 

有識者へのヒアリングについては、災害対応の経験のある北海道庁、石川県庁、珠

洲市、全旅連、JTB 金沢支店、宿泊施設より協力をいただき調査を実施した。 

 

【表 3-1-1】有識者ヒアリング実施概要 

 

  

 第 1 回 第 2 回 

日時 ９月５日 10 月２日 

実施方法 現地訪問（北海道庁） 現地訪問（石川県庁） 

対象者 

【北海道庁災害対策担当部署】 

北海道総務部危機対策局危機対策課 

【宿泊施設】 

ホテル時計台 金南賢氏 

【石川県庁災害対策担当部署】 

石川県危機管理部危機対策課 

【宿泊施設】 

あらや滔々庵 永井隆幸氏 

議題 
被災時の作業内容および災害時連携システム

に関する意見交換 

災害時における対応の具体的な課題と必要と

されるシステムに関する意見交換 

内容 

・災害協定の有効性と運用 

・災害時連携システム（宿泊施設情報共有）の有

用性 

・情報収集・共有体制 

・通信インフラの確保 

・多言語対応と外国人旅行者支援 

・復旧・復興フェーズ 

・平時活用と持続性 

・自治体視点でのシステム改善要望 

・避難者・復興支援者・観光客の段階的受入れ

課題 

・宿泊施設での受入れ運用と名簿管理 

・自治体として求められる情報管理システム 
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 第 3 回 第４回 

日時 12 月 17 日 2 月 2５日 

実施方法 オンライン オンライン 

対象者 

【能登半島地震における 2 次避難所手配業務

委託先事業者】 

JTB 金沢支店 

【石川県庁】 

・危機管理部危機対策課 

議題 

被災時の受入れ調整や退去プロセスの課題 ・被災時の業務フロー、システム機能について

のフィードバック 

・都道府県の役割、業務に関する確認 

内容 

・石川県からの委託に基づく二次避難所手配業

務の実態 

・「旅館・ホテル向け災害対応マニュアル」の実運

用状況 

・1.5 次避難所から二次避難所への避難者名簿

作成・管理 

・二次避難所における入退所・宿泊実績管理 

・費用精算および請求業務の実態 

・自治体ごとの運用差 

・能登半島地震の規模の災害では、都道府県主

導で 2 次避難所の手配を実施した 

・災害の規模や種類に応じた複数のワークフロ

ーのパターンを用意されると良い 

・避難対象者の詳細情報が不足していたため、

夫婦が別の部屋になるなどのルーミングのトラ

ブルが発生した。 

・病歴の把握が漏れ、二次避難所ではなく病院

に入院すべき人が避難してきてしまうケースが

あった。 

 第５回 第６回 

日時 3 月２日 3 月 2 日 

実施方法 オンライン オンライン 

対象者 
【珠洲市】 

・危機管理課 

【全旅連】 

・事務局長 原田氏 

議題 

・被災時の業務フロー、システム機能について

のフィードバック 

・市町村の役割、業務に関する確認 

・被災時の業務フロー、システム機能について

のフィードバック 

・業界団体の役割、業務に関する確認 

内容 

・災害規模に応じて、実施主体が市町村主導、

都道府県主導となる場合があるため業務フロ

ーを分けた方が活用しやすい 

・避難所の割り当てについて、家族構成や高齢

者（要介護者）などの情報が連携できると業務

効率が改善する 

・大規模な災害の場合は、所轄官庁（観光庁／

厚生労働省）から被害状況の問い合わせがある 

・熊本地震では熊本県の組合が費用精算業務

を代行したが、かなり業務負担が大きかった 

・能登半島地震では JTB 石川が 2 次避難所手

配業務を代行した 
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・将来的に被災者データベース等の他の防災シ

ステムと連携する機能に期待 

 第７回 

日時 3 月５日 

実施方法 オンライン 

対象者 
【加賀山代温泉 あらや滔々庵】 

・代表取締役 永井 氏 

議題 

・被災時の業務フロー、システム機能について

のフィードバック 

・宿泊施設の役割、業務に関する確認 

内容 

・施設には災害時発生時には多方面から被害状

況確認のための問い合わせが入る大切なアン

ケートが埋もれてしまうケースがあるため重要

度が分かると良い（メールの件名やアプリのア

ラートの工夫など） 

・能登半島地震の際には避難者の部屋の割当

で、部屋の収容可能人数の情報提供で混乱が

あった。部屋の最低収容人数と最大人数の情報

を共有できると効率的 
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3.2 ヒアリング調査の考察 

有識者ヒアリングについては、前年度に実施した有識者ヒアリング調査の調査内容

を考慮したうえで、第 1 回の北海道庁のヒアリングの後、観光庁とともに複数の自治

体の対応状況をヒアリングする案と特定の地域を検討し、石川県をモデルとした災害

対応の実態調査に重点を置く方針とした。 

石川県での能登半島地震及び能登豪雨における災害対応の事例をもとにデスク調

査を行い、災害対応に関する取り組み及びワークフローの調査を実施したうえで有識

者へのヒアリングを実施した。 

有識者からのヒアリング調査では次のような課題が提言された。 

 

 

 

3.2.1 課題整理（ヒアリング結果の要点） 

有識者（自治体・旅行会社等）へのヒアリングでは、二次避難（宿泊施設受入）を

実務として成立させるために、平時からの準備と発災後の情報更新・名簿管理・精算

の一連業務を「標準化」し、関係者間で同じ情報を同時参照できる仕組みが必要であ

ることが確認された。 
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【ヒアリングでの意見】 

✓ 業務フロー・手順書が自治体ごとに異なり、担当者裁量で補完される場面が多

い（標準マニュアル化の必要性）。 

 

✓ 宿泊施設の受入情報は一次情報（最大収容人数等）だけでは実務利用が難しく、

即時受入可能客室数・部屋タイプ・バリアフリー等の追加確認が電話等で発生す

る（情報粒度・更新頻度の課題）。 

 

✓ 避難者名簿の作成・更新、入退所・移転の追跡が人力対応になりやすく、施設別

に「誰が・いつから・どこに」滞在しているかの把握が遅延する（所在把握の課

題）。 

 

✓ 精算は名簿・宿泊実績・請求が分断され、突合に工数を要する（根拠データの一

元化・帳票出力の必要性）。 

 

✓ 要配慮者（要介護、常備薬、医療ニーズ、ペット同伴等）に関する情報は重要だ

が、個人情報保護の観点から共有範囲・項目の最小化、権限分離が不可欠。 

 

✓ 停電・通信途絶等によりネットワークが不安定となることを前提に、軽量 UI、オ

フライン入力、回復時自動送信等の業務継続設計が必要。 

 

 

3.2.2 災害時連携システムに求められる機能 

上記の課題を踏まえ、災害時連携システムに求められる機能を、情報の流れ（施設

→団体→自治体）と実務プロセス（二次避難の受入調整～入退所管理～精算）に沿っ
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て整理した。 

 

【表 3-2-1】災害時連携システムに求められる機能一覧（ヒアリング整理） 

機能領域 主な機能要件 ヒアリングでの示唆・課

題 

連携・備考 

施設状況・

受 入 能 力

の把握 

・営業可否 

・受入可能人数（即時/最大の

区別） 

・受入条件（食事/入浴/バリア

フリー/ペット等） 

・復旧見込みの登録・更新／ダ

ッシュボード集計 

一次情報のみでは不足

し再確認が発生。必要項

目の標準化と更新頻度

の設計が必要。 

平時情報＋

発災後更新

の二層管理 

受入要請・

在庫引当 

・自治体からの受入要請 

・施設への依頼/承認、在庫引

当・確保 

・優先順位（避難者/復興支援

者/観光客）フェーズ管理 

時間経過で需要が変化

し調整が難航。フェーズ

/制限条件の管理が必

要。 

委託先（旅

行会社等）

との連携想

定 

避 難 者 名

簿・入退所

管理 

・世帯/個人単位の割当 

・入退所・移転履歴 

・滞在期間延長、要配慮事項の

管理 

名簿更新が人力で遅延

しやすい。所在把握を継

続的に更新可能とする

仕組みが必要。 

広域被災者

DB に連携

可能とする

よう設計す

る 

要 配 慮 者

対応 

・要介護・医療/常備薬・食事制

限・ペット同伴等の配慮区分 

・対応可否のマッチング支援 

必須情報ではないが、

実務として必要となる。

情報の機微性が高く、共

有範囲・権限分離・監査

将来的に自

治体システ

ムに連携可

能とするよ
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が不可欠。 う配慮 

精算・請求

支援 

・宿泊実績（泊数・単価・対象区

分）の確定 

・名簿との突合 

・請求書/根拠資料の出力、支

払状況管理 

名簿・請求・実績が分断

され突合に多くの工数

がかかった。データ一元

化が重要。 

自治体精算

/ 委託業者

経由でのケ

ースを考慮 

通 知 ・ 督

促・情報更

新 

・アンケート配信 

・未回答督促 

・更新期限管理 

・関係者への一斉通知 

・状況変化のアラート 

発災時は情報が陳腐化

しやすく、更新を促す仕

組みが求められる。 

未回答アン

ケートの督

促方法検討 

通信断・低

帯域での利

用 

・システム通信データの軽量化 

・低速バックアップ回線使用時

の運用設計 

通信回線の不安定化を

想定とし低速回線での

業務継続可能なシステ

ムを推奨。 

 

 

3.2.3 外部の災害対応システムとの連携方針 

被災者支援の行政実務は、内閣府が整備し地方公共団体情報システム機構（J-LIS）

が運用する「クラウド型被災者支援システム」等の基盤整備が進みつつある。宿泊業

界向け緊急時連携システムは、これらを置き換えるのではなく、二次避難（宿泊）領

域に特化した周辺システムとして連携する設計が合理的である。次の観点を緊急時連

携システムの設計に当たり考慮する。 
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【表 3-2-2】外部災害対応システムとの連携方針 

連携想定の外部シス

テム 

連携のための考慮事項 

クラウド型被災者支援

システムとの連携 

被災者台帳（住基ベース）を一次情報源とし、宿泊連携側は

「割当結果」「入退所」「滞在日程」「要配慮フラグ（最小項目）」

等を提供・参照する。 

広域被災者データベ

ースとの連携 

市町村区域を跨ぐ広域避難者・避難所外被災者の所在把握

を目的とするため、宿泊施設への受入実績（所在）情報を連

携することで、県・市町村横断の把握精度を高める。 

実際のシステム連携にあたっては、共通キー（被災者 ID／世帯 ID 等）、データモ

デルの整合、更新責任（どちらが正とするか）、同期頻度、ならびに個人情報の最小化

と権限制御（最小権限・監査ログ）を確認のうえ実装する。 

 

個人情報・要配慮情報の取り扱いについては必要最小限とし、自治体・宿泊団体・

宿泊施設・委託先（旅行会社等）で参照可能範囲を分離する。外部基盤との連携は、

API連携を基本としつつ、実務上の導入容易性を踏まえCSV連携も併用可能とする。  
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4 仮システムの設計・開発・検証 

災害時の宿泊施設の被害状況の把握と 2 次避難の受入に向けた自治体、宿泊団体、

宿泊施設間の情報連携を目的として「災害時連携システム」の構築を想定した仮シス

テム（試験システム）の設計・開発・検証を実施した。 

 

【図 4-1】システム概要 

システム開発については、株式会社ピアトゥー、株式会社 GKK、株式会社レイ・

フロンティアのエンジニアメンバーが参加した開発チームを編成し分担して設計・開

発業務を行った。 

 

  

【システム概要】 

 

 

 



   

 

24 

 

4.1 仮システムの開発方針 

災害時の 2 次避難所手配業務の効率化を目的とした災害時連携システムの開発に

あたり、今年度の開発方針について、観光庁と共に検討を行い次の開発方針を軸とし

て開発を進める事とした。 

 

【表 4-1-1】システム開発方針 

 

「令和 6 年度に実施した調査事業のシステム課題への対応」については、前年度の

調査事業報告にて指摘された、「情報のリアルタイム性の不足」「UI の負荷・操作性

の課題」「災害時の通信インフラの確保」「多言語対応」の課題について、システムの

改善を実施することとした。これらの機能改善については株式会社レイ・フロンティ

アの持つマップ機能及び L アラートのデータ連携開発の独自ノウハウを活用し効率

的な開発を進めた。 

 

① 令和 6 年度に実施した調査事業のシステム課題への対応 

② 能登半島地震での災害対応をベースとした 2 次避難所関連業務のワークフローか

ら必要とされる機能の設計 
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「能登半島地震での災害対応をベースとした２次避難上関連業務のワークフロー

から必要とされる機能の設計」については、有識者ヒアリング及びデスクリサーチに

よる災害時の対応業務フローの仮設立案を行いシステム機能要件の立案、設計を実施

することとした。業務フローの仮設立案については、株式会社ピアトゥー及びＪＴＢ

金沢支店の業務ノウハウを参考とした。業務フロー調査については、石川県「広域被

災者データベース・システム構築検討ワーキンググループ」による能登半島地震の災

害時の自治体の対応業務の調査報告を参考とした。また、将来的なシステム連携に関

しては、内閣府の推進する、「クラウド型被災者支援システム」の避難所関連機能の仕

様を調査し避難者情報の CSV 連携を想定したシステム要件とすることとした。 
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【図 4-1-1】災害時連携システム機能構想 

 

機能区分 機能名 

基本機能

／共通機

能 

・【基本機能 A】管理者ユーザー機能（ＰＣ） 

・【基本機能 B】施設ユーザー基本機能（ＰＣ） 

・【基本機能 C】自治体、業界団体ユーザー権限基本機能（PC：ダッシュボ

ード） 

・【基本機能 D】施設向けスマホアプリ機能 

・【基本機能 E】その他付随機能（外部連携） 

業務機能 ・【機能①】被災状況調査依頼管理機能 

・【機能②】宿泊施設情報管理機能（被災状況管理） 

・【機能③】アンケート調査機能 

・【機能④】避難先割当管理機能（二次避難先の予約機能） 

・【機能⑤】避難者情報管理機能 

・【機能⑥】帳票出力機能（宿泊施設リスト・避難者リスト） 

・【機能⑦】避難所利用額の精算機能（利用額算定・精算状況管理） 
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4.2 仮システムの機能改善（前年度の調査事業の課題対応） 

前年度の調査事業において提言されたシステム課題に対応するための機能開発を

実施した。 

 

4.2.1 アンケートテンプレートの自由作成機能 

従来の固定形式に加え、管理画面から設問内容や回答形式を自由に設定できるアンケ

ートテンプレート作成機能を実装した。 

これにより、利用目的や現場状況に応じた柔軟なアンケート設計が可能となった。 

 

【図 4-2-1】アンケートテンプレート操作画面① 
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【図 4-2-2】アンケートテンプレート操作画面② 

 

 

  



   

 

29 

 

4.2.2 アンケート結果の地図表示機能 

アンケート回答結果を地図上に可視化する機能を追加した。 

被害状況や回答傾向を直感的に把握できるようになり、迅速な判断および対応を支援

する。  

【図 4-2-3】アンケート回答地図エリア表示 
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4.2.3 L アラート情報の受信・保存・一覧／詳細表示機能 

L アラート（災害情報共有システム）からの情報を受信し、システム内に保存する

とともに、一覧表示および詳細表示を可能とした。これにより、外部災害情報とアン

ケート情報を統合的に管理・確認できる環境を整備した。 

 

【図 4-2-4】L アラート一覧 
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【図 4-2-5】L アラート詳細 
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4.2.4 アンケートの多言語対応 

宿泊施設向けアンケートについて、多言語対応を実装した。施設運用において、外

国人従業員が回答・入力業務を行うケースを想定し、アンケート画面の表示言語を切

り替え可能とした。 

これにより、従業員の言語環境に依存せず、現場状況の報告や確認作業を同一の運

用フローで実施できるようになり、入力ミスや確認漏れの抑制につながる。アンケー

ト保存時に自由入力文は日本語に翻訳して保存するように対応した。 

 

【図 4-2-6】アンケートの多言語対応（アプリ画面） 

   

 

4.2.5 スマホアプリの機能 

スマートフォン用のアプリを開発し「プッシュ通知」、「整体認証」の機能を実装し

た。 

・アンケート配信時にプッシュ通知を送信する機能を実装した。 

これにより、対象ユーザーへ即時に通知が届き、回答の遅延を防止できる。災害時や
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緊急時においても迅速な情報収集体制を確保できる。 

 

・生体認証（指紋認証／顔認証）によるログイン機能を実装した。 

初回ログイン後は認証情報を保持し、以降は ID・パスワードの再入力を不要とする

設計とした。 

これにより、利便性を損なうことなくセキュリティを確保し、現場でのスムーズなア

クセスを実現した。 

 

【図 4-2-7】アプリの認証機能 
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4.3 仮システムの想定する業務（ワークフロー） 

能登半島地震をモデルケースとして有識者ヒアリング及びデスクリサーチを行い、

災害時の 2 次避難業務の調査を行い各業務の業務フロー図を作成した。ワークフロー

については作成後に自治体、組合、施設の有識者へのレビューを実施しフィードバッ

クを反映し精度を高めた。 

 

 【表 4-3-1】２次避難所手配に係る業務 

 

・施設基本情報の定期確認 

・施設へのアンケート調査（平時／災害発生時／災害発生後定期） 

・避難者の受入調整 

・避難者の確認 

・避難者の退去調整 

・費用精算業務 
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4.3.1 施設基本情報の管理（新規登録） 
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4.3.2 施設基本情報の確認及び更新（6か月毎） 
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4.3.3 施設へのアンケート調査（平時） 
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4.3.4 施設へのアンケート調査（災害発生時：被害状況調査） 
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4.3.5 施設へのアンケート調査（災害発生後：復旧状況調査） 
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4.3.6 2 次避難所への受入調整（市町村対応） 
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4.3.7 2 次避難所への受入調整（都道府県対応） 
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4.3.8 2 次避難所入所者の確認・報告 
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4.3.9 2 次避難所入所者の期間延長手続き 
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4.3.10 2 次避難所入所者の退去手続き 
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4.3.11 2 次避難所の精算業務(市町村対応) 
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4.3.12 2 次避難所の精算業務(都道府県対応) 
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4.4 仮システムの機能一覧（全体機能の一覧と将来の開発予定機能を含む） 

仮システムの機能について要件を整理し仮システムで開発した機能及び将来的に

開発予定の機能一覧を作成した。 

【図 4-4-1】緊急時連携システムの機能一覧 

機能区分 機能名 

基本機能

／共通機

能 

・【基本機能 A】管理者ユーザー機能（ＰＣ） 

・【基本機能 B】施設ユーザー基本機能（ＰＣ） 

・【基本機能 C】自治体、業界団体ユーザー権限基本機能（PC：ダッシュボ

ード） 

・【基本機能 D】施設向けスマホアプリ機能 

・【基本機能 E】その他付随機能（外部連携） 

業務機能 ・【機能①】被災状況調査依頼管理機能 

・【機能②】宿泊施設情報管理機能（被災状況管理） 

・【機能③】アンケート調査機能 

・【機能④】避難先割当管理機能（二次避難先の予約機能） 

・【機能⑤】避難者情報管理機能 

・【機能⑥】帳票出力機能（宿泊施設リスト・避難者リスト） 

・【機能⑦】避難所利用額の精算機能（利用額算定・精算状況管理） 

 

【管理機能】 

No 分類 機能名 開発状態 説明 

1 

共通 

ログイン 済 

管理機能を利用するためにログイン認証をおこ

ないます。無効化されているアカウントはログイ

ンできません。 

2 ログアウト 済 
ログイン中のアカウントのログインセッションを

破棄し、ログアウト状態にします。ログアウト状態
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になると、再ログインするまではログインが必要

な機能を利用することはできません。 

また、未操作状態で規定時間を経過すると、セッ

ションをタイムアウトさせ、ログアウト状態にしま

す。 

3 
パスワードリ

マインダ 
済 

パスワードを忘れた管理画面アカウントがログイ

ン ID として使用しているメールアドレスを利用

してセキュアにパスワード再設定を行えるように

します。無効化されているアカウントや未登録の

メールアドレスでは利用できないものとします。 

4 
パスワード変

更 
済 

ログイン中のアカウントがシステムに登録中のパ

スワードを変更できます。 

パスワードは英字大文字、英字小文字、数字、記

号のすべてを含む 8 文字以上 32 文字以内の

文字列とします。 

5 
ダッシュボー

ド 
済 

管理者／施設／行政（自治体）のアカウントに応

じた情報を表示します。 

・エリア別の災害情報表示 

・メッセージ通知機能 

・支援要請依頼 

6 
施設管理 施設検索・一

覧 
済 

登録された施設を検索・一覧表示します。 

STAYNAVI の施設情報を参照。 

 施設基本登録 一部済 

施設を登録します。 

 

【検討事項】 

宿泊施設側で災害連携システムに参加するかど
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うかを選択 or 申請する機能は未実装 

2025 年度は Peerto 側で設定をした 

全宿泊施設が申請できるようにするのかなど検

討事項 

7 
施設基本情報

編集 
済 

施設の登録情報を編集します。 

管理者のみが変更可能な項目などがあれば権

限による制御。 

全旅連の連携項目についても確認し実装する。 

8 
施設防災情報

編集 
未開発 

防災時の情報を登録・編集します。 

 

【検討事項】 

災害時にどのような情報があれば効果的かを検

討して登録項目を検討する。 

・被害アンケート結果 

・災害時の被災者受け入れ可否ステータス 

・営業状態（通常営業／災害時臨時営業など） 

・被害状況の確認 

・要介護者等の受入施設の予約状況の把握 

 

※災害時に行政担当者が担当するエリアの施設

の情報を知ることにより有益となる情報 

９ 

コミュニケ

ーション機

能 

アカウントへ

の一斉メッセ

ージ機能 

一部済 

システムに登録されているアカウントからエリア

／施設名／アカウント名などで対象を検索して

お知らせメッセージを送る機能。 

10 
アンケート機

能 
一部済 

簡易的なアンケートを実施、集計する機能 
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【検討事項】 

・アンケートシステムをどこまで実装するか検討

する。 

  ・災害時の被害状況報告 

  ・平時の各種統計情報の回答 

  ・帰宅困難者発生の宿泊要請 

 

・施設防災情報に登録されている項目を迅速に

確認できるアンケート機能が望ましい 

 

1１ 

チャット機能 

（または掲示

板機能） 

未開発 

アプリ上で行政／施設／業界団体が連絡を取る

ことができる機能。 

 

【検討事項】 

・個別チャット的な使い方が良いか、グループチ

ャット／掲示板的な使い方が良いかは運用方法

を確認して検討したい。 

・管理者は PC 上で全体のやり取りが確認でき

ることが望ましい。 

1２ 
災害時支援要

請機能 
未開発 

災害時の被害状況の確認と要介護支援者の受

入要請を行う機能 

 

【検討事項】 

帰宅困難者の宿泊要請の対応などどこまでの機

能を想定するか？ 

1３ 一般アカウ アカウント検 済 登録済みのアカウントを検索・一覧表示します。 
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ント管理 索・一覧 検索項目はメールアドレスの前方一致を考えて

います。 

 

【検討事項】 

アカウントの権限は、管理者／宿泊施設／行政

（自治体）／宿泊団体で良いか？（それぞれの権

限による機能差異があるか要確認） 

1４ 
アカウント詳

細 
済 登録されているユーザを詳細表示します。 

1５ 
アカウント停

止 
済 

ユーザーアカウントを停止します。アカウント停

止されたユーザは強制でログアウト状態となり、

そのアカウントでログインできなくなります。 

1６ 
アカウント停

止解除 
済 アカウント停止状態を解除します。 

１７ 
管理者アカ

ウント管理 

管理アカウン

ト一覧 
済 登録済みのアカウントを一覧表示します。 

１８ 
管理アカウン

ト新規登録 
済 

スタッフを新規登録します。ログイン用のメール

アドレス、初期パスワードを登録、名前を登録し

ます。 

※初期パスワードを担当者に連絡し、初回ログイ

ン後にパスワード変更を強制される運用想定で

す。 

パスワードは英字大文字、英字小文字、数字、記

号のすべてを含む 8 文字以上 32 文字以内の

文字列とします。 

１９ 管理アカウン 済 編集により管理アカウントを「無効」の状態にす
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ト編集 ることができ、無効となったスタッフはログイン

不可となります。 

20 

避難者情報

管理 

避難者情報登

録 
未開発 

2 次避難所への避難を希望する被災者（避

難者）の個人情報および同行家族情報を登

録する。登録された情報は避難先施設の割

当および入退所管理に使用できる。 

広域被災者データベースとのデータ連携を

考慮し、データモデルとの互換性を担保した

設計とする。 

21 
避難者情報一

覧 
未開発 

避難者一覧を表示する 

避難ステータスや家族人数、要配慮事項なども

表示 

エリアや氏名で検索ができる 

22 
避 難者 情報

CSV 出力 
未開発 

一覧画面で検索した内容で CSV 出力を行

う 

23 

避難先割当

管理 

避難者割当登

録 
未開発 

まだ割当られていない避難者の一覧と、施

設が避難用に割り当てた部屋の一覧が表示

される 

避難者一覧には家族人数、要配慮事項など

も確認できる 

 

避難合計人数や対応事項を鑑みて、施設の

部屋を選択し、避難日を登録する 

（同時に入所登録が済み、施設はいつから何

名がどの部屋に避難するかも確認できる） 
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【検討事項】 

どのようなマッチング方式が良いかは検討

事項 

避難者を選択すると条件にあった部屋が出

てくるなど 

24 

入退所管理 

入退所管理一

覧 
未開発 

入退所状態を確認できる 

（退所は基本的に施設が行う） 

 

日付・施設で検索ができる 

25 

入退所管理一

覧の CSV 出

力 

未開発 検索した内容で CSV 出力を行う 

26 

精算機能 

請求書一覧 未開発 

施設が発行した請求書の一覧を確認できる 

請求書番号、施設名、対象期間、金額、ステ

ータス、作成日が一覧に表示されている 

 

日付や施設で検索ができる 

27 
請求書個別内

容確認 
未開発 

それぞれの請求書について、個別内容を確

認できる 

28 
請求書受理、

支払い処理 
未開発 

請求書の内容を確認し受理および支払い処

理を行う 

 

【検討事項】 

複数人数での承認処理が必要 

29 
請 求書 一覧

CSV 出力 
未開発 検索した内容で CSV 出力ができる 
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【施設向け機能】 

No 画面 機能 開発状態 機能説明 

1 

共通 

ログイン 済 

【Web、アプリ】 

アカウント登録済みのユーザーがログインしま

す。 

2 
パスワード再

設定 
済 

【Web のみ】 

パスワードの再設定を行います。 

パスワードの再設定を行いたいメールアドレス

を入力することで、入力されたメールアドレス宛

に PIN コードが記載されたメールを送信し、正

しい PIN コードと新しいパスワードを入力する

ことでパスワードが更新されます。 

3 

利用規約・プ

ライバシー同

意取得 

済 

【Web のみ】 

管理画面の初回ログイン時にのみ、利用規約と

プライバシーポリシーの画面を表示し、同意して

もらってから機能を利用できるようにします。 

4 
Push 通知登

録 
済 

【アプリのみ】 

Push 通知用の許可トークンを取得し、サーバ側

に登録します。 

5 
アカウント登

録 
済 

【Web のみ】 

アカウント登録をおこないます。 

メールアドレスの有効性を確認するため、登録時

に入力されたメールアドレス宛に PIN コードが

記載されたメールを送信し、正しい PIN コード

を入力することで登録完了となります。 
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PIN コード記載のメールは有効期限を１時間と

し、再送する機能を完備するものとします。再送

時は新規の PIN コードが発行され、有効期限は

発行時から１時間となります。 

登録が完了すると、登録完了メールが送信され

ます。 

7 

防 災 情 報

（ 非 ロ グ イ

ン） 

防災情報の表

示 
一部済み 

【Web、アプリ】 

位置情報を取得して、一般的な防災情報を表示

する 

８ 

防 災 情 報

（ ロ グ イ ン

時） 

お知らせメッ

セージ表示機

能 

一部済み 
【Web、アプリ】 

運営からのお知らせメッセージを表示する機能 

９ 

チャット機能

（または掲示

板表示機能） 

未開発 
【Web、アプリ】 

チャット機能 

10 

アンケート表

示 ／回 答機

能・   

済 

【Web、アプリ】 

ログイン時に実施されているアンケートに回答す

る機能 

11 

アカウント

情報 

アカウント情

報・基本情報

表示 

済 
【Web、アプリ】 

登録されているアカウント情報を表示します。 

12 
└メールアド

レス変更 
済 

【Web のみ】 

登録されているメールアドレスを変更します。 

メールアドレスの有効性を確認するため、変更時

に入力されたメールアドレス宛に PIN コードが

記載されたメールを送信し、正しい PIN コード
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を入力することで変更完了とします。 

PIN コード記載のメールは有効期限を１時間と

し、再送する機能を完備するものとします。再送

時は新規の PIN コードが発行され、有効期限は

発行時から１時間となります。 

13 
└パスワード

変更 
済 

【Web のみ】 

登録しているパスワードを変更します。第 3 者に

よる不用意な変更を避けるため、変更には新旧

のパスワード両方の入力を必要とします。 

14 

避難者割当

機能 

部屋新規登録 済 

【Web のみ】 

割り当てできる宿泊施設の部屋を登録する 

 

平時に行う想定 

 

15 
避難者割当用

部屋登録 
未開発 

【Web のみ】 

「部屋新規登録」で登録した部屋の中から被災時

に割当できる部屋の在庫を登録する 

 

部屋〇〇（x 人部屋）：３室など 

 

自治体等がこの情報を元に避難者の割当をでき

るようにする 

16 

入退所管理 

避難者の入退

所管理 
未開発 

【Web のみ】 

避難者の入退所を管理する 

（入所は自治体が登録を行っている想定） 
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一覧で 

A さん 部屋〇〇 

B さん 部屋▲▲ 

のように表示され、退所する場合は退所登録を

行う期間の検索ができる 

17 

避難者の入退

所の CSV 出

力 

未開発 

【Web のみ】 

検索した期間での入退所がわかる CSV 出力が

できる 

18 

精算管理 

請求書作成 未開発 

【Web のみ】 

月締め等で行う想定 

 

施設が月締め等に避難している部屋と当月の宿

泊日数をもとに請求書を発行する 

請求書の提出はオンラインで行う 

（印刷等は不要である） 

 

【検討事項】 

退所登録がない部屋を自動算出するなどの使い

勝手の良い処理を加える 

 

19 請求書一覧 未開発 

【Web のみ】 

提出した請求書のステータス、発行日を一覧確

認できる 

 

期間の検索ができる 

20 請 求 書 の 未開発 【Web のみ】 
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【API 機能】 

※本事業での開発機能及び将来的に開発を想定したシステム仕様を含む機能の一覧。 

 

  

CSV 出力 検索した期間での請求状態がわかる CSV 出力

ができる 

No カテゴリー 名称 開発状態 機能説明 

1 

アカウント

情報 
アクセストー

クン取得 
済 

アクセストークンの発行を発行します。 

このアクセストークンを使用して他のAPIをコー

ルします。 

2 
Push 通知登

録 
済 Push 通知用トークンの登録を登録します。 

4 ログイン 済 新たなアクセストークンを発行します。 

5 
アカウント情

報取得 
済 アカウント情報を取得する 
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4.5 仮システムの拡張機能の設計 

能登半島地震等の実災害への対応経験を持つ自治体（石川県、北海道、珠洲市等）

や、実際に二次避難所の手配業務を担った事業者（JTB 金沢支店）へのヒアリングに

基づき、実務上の「情報の分断」や「多大な作業工数」を解消するため 2 次避難所の

手配に関する業務フローを基に拡張機能となる【機能④】～【機能⑦】についてシス

テムの概要設計を実施しシステム仕様書を作成した。（既存機能の仕様書と合わせて

別添の「災害時連携システム_画面項目仕様書」とした。） 

 

【図 4-5-1】概要設計を実施した機能 

機能区分 機能名 

業務機能 ・【機能④】避難先割当管理機能（二次避難先の予約機能） 

・【機能⑤】避難者情報管理機能 

・【機能⑥】帳票出力機能（宿泊施設リスト・避難者リスト） 

・【機能⑦】避難所利用額の精算機能（利用額算定・精算状況管理） 

次項より各機能の開発経緯及び各機能の利用想定、機能イメージを記載する。 

 

4.5.1 避難者情報登録機能 

【機能開発の経緯】 

これまでの災害では、宿泊施設の受入可能人数などの一次情報は集約されても、「即

時受入可能な客室数」や「部屋タイプ（和洋、バリアフリー対応等）」などの詳細が不

足しており、最終的には電話による個別確認が不可欠でした。また、避難者のニーズ

と施設情報のマッチングがアナログ（電話・メール・Excel）で行われたため、情報の

更新が追いつかず、現場での混乱を招いていました。 

 

【機能の利用想定】 

自治体や委託事業者が、避難者の属性（家族構成、要介護度、ペット同伴等）と施設
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側の受入条件（バリアフリー、食事提供、受入上限日等）をシステム上で照合し、最

適な部屋をリアルタイムに割り当を行います。 

 

【機能の活用効果】 

本機能により自治体や委託業者が直接、施設在庫をリアルタイムに予約・確保するこ

とが可能となり、初動の調整時間を大きく短縮することが可能となります。 

 

【機能仕様と画面イメージ】 

2 次避難所への避難を希望する被災者（避難者）の個人情報および同行家族情報を登

録する。登録された情報は避難先施設の割当および入退所管理に使用できる。 

広域被災者データベースとのデータ連携を考慮し、データモデルとの互換性を担保し

た設計とする。 
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【図 4-5-2】被災者情報登録・一覧（画面イメージ） 

 



   

 

62 

 

 

4.5.2 避難先割当管理機能 

【機能開発の経緯】 

避難者を避難所が受入へ避難する際に、所在把握や入退所履歴、要配慮事項の追跡が

人手に頼っていたため、情報の遅延や不正確さが課題となりました。（医療ニーズ（透

析、常備薬等）といった機微情報の適切な共有範囲の制御も強く求められた） 

 

【機能の利用想定】 

2 次避難を希望する被災者の個人情報および同行家族、要配慮フラグを登録し、チェ

ックインから退去、延長手続きまでを一貫して管理します。 
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【機能の活用効果】 

本機能により避難者の情報を管理すると共に、発展的には内閣府が推進する「クラウ

ド型被災者支援システム」や、石川県が運用する「広域被災者データベース」等の外

部基盤とデータ連携することにより避難者情報の一元が可能になります。 

 

【機能仕様と画面イメージ】 

2 次避難所への避難者割当、入退所管理を行う中核機能。避難希望者と受入可能施設

のマッチング、入所実績管理、期間延長・退去手続きを管理する。 
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【図 4-5-3】施設部屋登録画面（画面イメージ） 

 

 

【図 4-5-4】部屋在庫管理（画面イメージ） 
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【図 4-5-5】避難者割当機能（画面イメージ） 
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【図 4-5-6】入所者管理機能（画面イメージ） 
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4.5.3 精算機能 

【機能開発の経緯】 

従来の精算業務は「避難者名簿」「宿泊実績」「請求書」がバラバラに管理されており、

その突合作業に膨大な工数を要していました。熊本地震や能登半島地震の際も、組合

や事業者が代行した精算業務の負担は極めて大きく、迅速な支払いが施設側の資金繰

りにも影響する課題がありました。 

 

【機能の利用想定】 

システム上の宿泊実績（泊数・単価）に基づき、利用金額を自動算定し、オンライン

で請求・承認・支払状況を一元管理します。 

 

【機能の活用効果】 

「名簿・実績・請求」の三点照合をシステム化することで、業務削減と人的作業のミ

スをなくし行政事務の効率化を図ります。また、帳票機能により登録された施設情報

や避難者データに基づき、行政報告用の宿泊施設リストや、施設運営に必要な避難者

名簿（台帳）を自動生成・出力します。 

 

【機能仕様と画面イメージ】 

2 次避難所運営費の請求・精算処理を管理する機能。宿泊施設からの請求書作成、自

治体による承認・支払処理までを一元管理する。 
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【図 4-5-7】精算機能（画面イメージ） 
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5 通信冗長化検証 

本章では、災害等により固定回線・携帯回線が利用困難となる状況を想定し、衛星

通信（Starlink）を用いた通信冗長化の有効性と、常備に係る費用負担の観点から導

入方針を整理する。 

 

5.1 検証の目的 

大規模災害時における通信途絶（停電・固定回線断・携帯基地局停波・回線輻輳等）

を想定し、宿泊業界向け緊急時連携システムの利用に必要な最低限のインターネット

接続を確保できるかを検証する。あわせて、自治体・関係団体が衛星回線を常備する

場合のコスト妥当性を整理し、導入方針検討の基礎資料とする。 

 

5.2 検証概要 

本検証は、以下 2 拠点に Starlink 端末（Starlink Mini）を設置し、インターネッ

ト疎通および業務利用（Web システム操作）を確認した。 

【表 5-1】検証実施概要 

項目 内容 

検証想定 固定回線断／携帯回線停波・輻輳により通常のインターネット接続

が困難となる状況で、衛星回線によりバックアップ接続を確立 

実施拠点 ①石川県旅館ホテル生活衛生同業組合（金沢市駅西本町 1-14-

29 サン金沢ビル 5 階） 

②東京都ホテル旅館生活衛生同業組合（千代田区平河町 2-5-5 

全国旅館会館 4 階） 

使用回線・端末 Starlink（Business 想定：国内利用プラン／優先データ量

50GB） 

端末：Starlink Mini（内蔵 Wi‑Fi ルータ） 

設置条件 上空の見通しが確保できる設置場所を選定し、Starlink アプリに
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よりセットアップ・状態確認を実施 

検証項目 ①疎通性（HTTPS アクセス） 

②通信品質（速度・遅延等） 

③業務利用性（緊急時連携システムの操作） 

④運用性（設置容易性、監視・問い合わせ導線） 

結果概要 検証拠点で衛星回線によるインターネット接続を確立し、緊急時連

携システムの主要操作（ログイン、登録・更新、参照等）が可能であ

ることを確認 

留意点 検証に使用した回線契約では、優先データ量を消費した後は通信

帯域が大きく制限されるため、本検証では優先データ量の利用範

囲で検証を行う事とした 

 

5.3 検証方法 

（1）設置場所の選定：上空の見通し（遮蔽物の有無）を確認し、衛星捕捉が安定する

場所を選定した。 

（2）セットアップ：Starlink アプリを用いて端末設定（Wi‑Fi 設定等）を実施し、接

続状態（統計・スピードテスト等）を確認した。 

（3）業務利用試験：緊急時連携システムへアクセスし、ログイン・登録・更新・参照

等の主要操作を実施した。 

 

5.4 検証結果 

衛星回線によるインターネット接続を確立し、緊急時連携システムの主要操作が可

能であることを確認した。また、アプリによる状態監視（遅延、スループット、障害

状況の統計等）が可能である事を確認した。 
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【表 5-2】通信性能（実測値） 

試行回数 上り 下り 備考 

1 回目 11.9Mbps 206.3Mbps 【回線状態】優先データ利用 

Web 閲覧・登録等の通常操作が可

能であることを確認した 

2 回目 14.7Mbps 175.2Mbps 

3 回目 15.3Mbps 181.9Mbps 

平均 13.9Mbps 187.8Mbps  

 

5.5 考察 

災害直後の初動で確実に活用するには、平時から回線を維持し“すぐ使える状態”を

担保する必要がある。一方、申込から利用開始まで最短で 15 営業日以上を要するた

め、発災後の新規調達のみで初動を賄うことは現実的ではない。 

しかしながら、平時常備を前提とした場合、月額費用（維持費）の固定費割合が大

きく、自治体が発災リスクを予見して多数拠点へ早期整備することはコスト面から困

難となりやすい。 

そのため、衛星通信は“通信の最後の砦”として有効性を評価しつつ、（例）広域単位で

の共同保有、重点拠点への先行配備、発災時の優先配備ルール整備等により、費用負

担を抑えた実装モデルを検討することが望ましい。 
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6 災害時連携システムの啓蒙・普及 

災害時連携システムの啓蒙普及に向けてサポート事務局を立ち上げ全旅連の協力

のもと全国の宿泊施設へ本事業への協力及び仮システムへの登録の案内を行った。 

 

6.1 サポート事務局の運営 

本事業の実施にあたりサポート事務局を立ち上げ次の業務を行った。 

【表 6-1】サポート事務局の業務 

 

  

サポート事務局の業務 

・施設名簿の収集 

・オンラインセミナーの調整 

・アンケート集計 

・システムマニュアルの作成（アプリ操作マニュアル） 

・防災訓練の実施支援（施設への案内） 

・問い合わせ対応 

・各種システム要望の取りまとめ 
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6.2 システム説明会（オンラインセミナーの実施） 

災害時連携システムについての啓蒙普及に向けて、全旅連の協力のもとで宿泊施設向

けのシステム説明会を実施しました。オンラインにて「災害時連携システム説明会」

を開催しシステムの説明及び災害を想定した防災訓練への協力依頼を行いました。 

 

【表 6-2】セミナー実施概要 

 

 

【図 6-2-1】オンラインセミナーの様子 

 

項目 第１回 第２回 

開催日 11 月 6 日（木）１5：００～１6：0０ 11 月 7 日（金）１1：００～１2：0０ 

対象者 ４７都道府県組合事務局 

内容 
・災害時連携システムの概要説明 

・登録方法の説明 

項目 第 3 回 第 4 回 

開催日 11 月 13 日（木）１3：００～１4：0０ 11 月 20 日（木）１3：００～１4：0０ 

対象者 組合員施設（ホテル関係者、宿泊施設経営者） 

内容 

・災害時連携システムの概要説明 

・登録方法の説明 

・予行演習への参加のお願い 
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6.3 システム普及促進のためのコンテンツ制作 

【全旅連公式ホームページでの普及啓蒙】 

全旅連のホームページ TOP にて、災害時連携システムの告知バナーを掲載し組合

員約 14,000 施設に向けて仮システムの参画を促進した。また、新たに全旅連の第八

部会ポータルサイトを作成して、災害時連携システムの告知・啓蒙を実施しました。

同サイトの立ち上げと共に、全旅連の会員に対してメールを送付し啓蒙を行った。 

【図 6-3-1】全旅連公式 HP での情報発信 
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7 大規模実証実験 

7.1 仮システムの運用 

2025 年 10 月より全旅連の会員施設（約 14,000 施設）の協力のもとで、災害時連

携システムの仮運用を行い 2026 年 2 月までに約半数の会員にあたる全国の約 7,000

施設にシステム登録をいただいた。その後、4 回の防災訓練アンケート試験を実施し

計 1,600 施設から約 2,125 件のアンケート回答を収集した。 

また、仮運用期間中には随時施設からサポートセンターへシステムへのご意見・要

望をいただきシステム設計の改良に活用するとともに改良リリース（一部機能の追加

やパフォーマンス改善等）を実施した。 

 

【表 7-1】大規模実証実験への施設協力 

 

 

システムの運用期間はマネージャー1 名、サポートセンター2 名、システムエンジ
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ニア 4 名の体制で導入サポート、運用改善、保守対応、機能開発を行った。（システ

ム運用時の最小構成の体制としてはサポートセンター1 名、システムエンジニア 1 名

が最小構成となる。） 
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7.2 仮システムを使用した実証試験（防災訓練） 

仮システムに宿泊施設の登録を行っていただき、災害の発生を想定した災害時連携

システムの運用試験を実施しました。2025 年 11 月から 2026 年 2 月までに 4 回の防

災訓練アンケートを実施し計 1,600施設から延べ 2,125件のアンケート回答協力をい

ただきました。 

 

【表 7-2】防災訓練アンケートの回答数 

アンケート名称 実施期間 アンケート回答数 

【全旅連】緊急時連携システムアンケ

ート試験協力① 

２０２５年１１月２７日 

～２０２５年１２月５日 
２４７件 

【全旅連】緊急時連携システムアンケ

ート試験協力② 

２０２５年１２月１１日 

～２０２５年１２月３１日 
３９０件 

【全旅連】緊急時連携システムアンケ

ート試験協力③ 

２０２６年１月１６日 

～２０２６年１月２８日 
９３２件 

【全旅連】緊急時連携システムアンケ

ート試験協力④ 

２０２６年１月２９日 

～２０２６年２月１２日 
５５６件 

 【合計】 ２，１２５件 

※重複して防災訓練に参加した施設を除くと１，６００施設からの回答を回収しました。 
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7.2.1 防災訓練アンケート設問内容 

防災訓練のアンケートについては、災害が発生した状況を想定し施設の被害状況

を確認・報告する内容とした。以下に PC 版とスマホアプリ版でのアンケート画面

の一部を掲載する。 
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【図 7-2-1】アンケート画面（PC） 
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【図 7-2-2】アンケート画面（スマホアプリ版） 
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8 災害時連携システムの改善のためのアンケート調査 

災害時における宿泊施設の対応についてオンラインアンケート調査を実施し災害

時連携システムに対す改善事項の参考とした。 

 

8.1 災害時連携システム改善のためのアンケートの実施 

施設の協力の元で災害時を想定し、災害時連携システムの活用したアンケートを実施

した。 

 

 

8.2 災害時連携システム改善のためのアンケート内容 

項目 内容 

名称 宿泊業界災害時連携システム改善のための実態調査 

期間 2 月１６日～3 月 2 日 

実施方法 ＷＥＢアンケート 

対象者 
宿泊施設を対象として、全旅連の会員施設を中心にアンケートのへの回答協力を依頼

して実施した。 

回答数 ７８0 件 
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8.3 「災害時連携システム活用のためのアンケート」の集計結果 

本調査は宿泊事業者を対象に実施され、計 780 件の回答を得た。以下に主要な設問の

集計結果を示す。 

【回答者の属性】 
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【共通質問】 
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96 

 

 

回答者の多くが 2025年 11月から 2026年 1月にかけて実施された予行訓練に参加し

ているが、一部「業務多忙」等を理由に参加を見送った層も存在する。 

 

【防災訓練（予行訓練）への参加者への設問】 
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操作のスムーズさについては、5 段階評価で「1（スムーズ）」とする回答が多数を占

めた。 

一方で、分かりにくい点として「ログイン方法」や「報告内容の選択」を挙げる回答

が散見された。 

 

 

「1～2 分」または「3～5 分」という回答が圧倒的であり、短時間での報告が可能な

設計となっていることが裏付けられた 



   

 

98 

 

 

「活用できそうだと感じた」という肯定的な回答が多いものの、「どちらとも言えな

い」「使いこなせるか不安」という回答も一定数存在し、平時からの習熟の必要性が示

唆された。 
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【防災訓練（予行訓練）への参加者への設問】 

 

不参加の主因は「業務多忙」であり、改善策として「より早い時期の通知」や「マニ

ュアルの簡略化」を求める声が多い。 

 

 

8.4 「宿泊業界災害時連携システム構築のためのアンケート」の考察 

本アンケートは、災害時連携システムの改良にむけて、宿泊施設の被害状況や被災

者受け入れの対応、災害時の情報共有の課題を明らかにすることを目的として実施し

た。各設問の集計結果に基づき、今後のシステム改善および運用に向けた考察を以下

に述べる。 

 

１）操作性とアクセシビリティの向上  

多くのユーザーが短時間で操作を完了できている点は高く評価できる。しかし、一部

で「ログイン方法」に戸惑う声があることから、ID/パスワードの管理負担を軽減する

仕組みや、視覚的に直感的な UI への改善が、発災時の迅速な報告に直結すると考え

られる。 
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２）「心理的ハードル」の解消と訓練の定着  

「活用できそうだが不安」という回答は、システム自体の機能への期待と、実際の有

事における操作への不安の裏返しである。平時における日常的なシステム活用による

「触れる機会」の創出が重要である。 

 

３）期待される機能への対応  

アンケートからは「自治体からの情報受信」や「周辺の災害情報の把握」への期待が

非常に高い事が結果となった。「報告ツール」に留まらず、施設にとって有益な「情報

収集ツール」としての側面を強化することが、システムの登録・利用率を向上させる

要諦と考えられる。 
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9 今後の課題・方向性 

9.1 次年度以降の社会実装に向けた取組提言 

令和 7 年度は、災害時連携システムの仮システムとして、「機能①：被災状況調査

依頼管理機能」、「機能②：宿泊施設情報管理機能（被災状況管理）」、「機能③：アン

ケート調査機能（一部）」を実装し、宿泊施設を対象とした運用試験（防災訓練）を

実施した。これにより、災害発生時に宿泊施設の被災状況や受入可否等の情報を迅

速に収集・把握するための基本的な仕組みについて有効性を確認することができ

た。また、宿泊施設に対する運用試験を通じて、入力負荷の軽減、情報更新の即時

性の向上、視認性の高いダッシュボード表示、通信環境が不安定な状況下における

継続利用性など、今後の社会実装に向けて更に高度化・具体化すべき課題も明らか

となった。 

 

令和 8 年度以降は、令和 7 年度の成果を踏まえ本年度設計した仕様に基づき「機

能③：アンケート調査機能」、「機能④：避難先割当管理機能」、「機能⑤：避難者情

報管理機能」、「機能⑥：帳票出力機能」、「機能⑦：避難所利用額の精算機能」を仮

システムへ実装し、二次避難所の確保・運営に関与する自治体、宿泊団体、宿泊施

設の協力の上、一連の業務の運用試験を実施することが期待される。特に、二次避

難の実務においては、宿泊施設の受入可能情報を把握するだけでなく、避難者の属

性や要配慮事項を踏まえた適切な割当、入退所管理、宿泊実績の把握、利用額の精

算処理までを一連の業務として円滑に実施できることが重要である。このため、次

年度以降は、災害時連携システムを情報収集ツールとしてだけでなく、二次避難所

手配業務を支援する業務基盤システムとして位置付け、その有効性を検証していく

ことが望ましい。 

 

また、令和 8 年度以降の取組においては、宿泊施設、自治体、宿泊団体等の役割

分担を踏まえた標準的な運用モデルを検証することが重要である。災害時には、都
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道府県、市町村、宿泊団体、個別宿泊施設の間で、被災状況の確認、受入可能施設

の把握、避難者の割当、移送調整、宿泊実績確認、費用精算等の多様な業務が発生

するため、関係者間で情報連携の方法や責任分担が明確でなければ、実運用におい

て混乱が生じるおそれがある。このため、今後はシステム機能の実装と並行して、

平時から災害時に至る業務フロー、入力・更新ルール、権限設定、個人情報の取扱

い、帳票出力・精算処理の手順等を整理し、標準的な業務手順として整備すること

が望ましい。 

 

さらに将来的な社会実装を見据えては、本システムは宿泊業界単独で完結するもの

ではなく、自治体が運用する被災者支援に関する既存システムとの連携可能性を視

野に入れて設計することが重要である。内閣府のクラウド型被災者支援システム

や、石川県における広域被災者データベース・システム構築の取組のように、被災

者情報や避難状況を行政横断で把握・活用する基盤整備が進みつつあることを踏ま

え、これらの基盤と整合的に連携できる構造とすることが有効である。具体的に

は、宿泊施設の受入状況、避難者の入退所状況、滞在実績等の情報を適切な範囲で

共有することにより、被災者支援の全体最適化や、広域避難における所在把握の精

度向上に資することが期待される。 

 

以上を踏まえると、令和 8 年度以降は、未実装機能の追加開発と関係主体を含め

た運用試験を通じて、災害時連携システムを二次避難所手配業務の実装可能な業務

基盤として成熟させることが重要である。その際には、関係機関の業務フローとの

整合、個人情報保護や権限管理、外部システム連携、通信確保、費用負担のあり方

まで含めて総合的に整理し、平時から運用可能で持続性の高い仕組みとして社会実

装に繋げていくことが求められる。本調査事業により得られた成果は、そのための

基礎的知見として有意義であり、次年度以降の更なる実証と制度設計の深化が期待

される。 


